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メリトクラシー仮説の検討 
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【論文要旨】 

本研究は，世代内移動類型と学歴の関連とその趨勢に着目して，戦後日本社会におけ

る学歴と地位達成の関連の変化を検討することである。 
脱工業化や知識社会化により，高等教育機関が地位配分の決定的な機構となるという

Daniel Bellの予測がある。その予測をもとにすれば，高等教育が地位配分の役割を強め
ると，学歴と職業との関連が強まること，専門的な職業で一貫しているキャリアが増加

すること，初職からの上昇移動型の世代内移動が減少することが予測される。こうした

予測の検証は，世代内移動類型に着目して，メリトクラシー化の進展について吟味する

ものであるといえ，そのような研究には Bukodi et al.(2016)の研究などがあるが日本のデ
ータで検証されたことはない。 
分析の手順としては，系列分析の手法を適用して世代内移動類型を抽出し，移動類型

の構成比率のコーホート間比較や，学歴と移動類型の関連の変化について吟味した。得

られた結果は，近年のコーホートで専門的な職業で一貫している類型が強まるという点

で知識社会化は進展しているといえるものの，上昇移動や学歴と移動類型の関連の趨勢

にかんして明瞭な傾向は確認できず，メリトクラシー化が進展しているとはいいがたい

結果が得られた。出身階層と世代内移動類型の関連も一貫して確認できることを考えれ

ば，Bellらの楽観的な予測に反して知識社会化が進んでもメリトクラシー化は進展する
わけではないと結論づけられる。 
 
キーワード：メリトクラシー仮説，世代内移動，系列分析 

 

１．はじめに 
 

教育と社会階層に着目した研究は，「学歴メリトクラシー仮説」の検討を繰り返し行ってき

た（近藤 1990, 1997など）。ここで，「学歴メリトクラシー仮説」とは，近代化にともない地

位配分の原理が属性主義から業績主義へと移行してきたという仮説であり，そのような仮説

を検討する研究において着目されてきたのは，出身階層と教育達成の関連，教育達成と初職

の関連，あるいは，教育達成と現職の関連の趨勢である。具体的には，出身階層が教育達成

を規定するような関連が弱まる趨勢，教育達成が到達階層を規定するような関連が強まる趨

勢，それに伴って出身階層と到達階層の直接的な関連が弱まる趨勢が確認されるかといった

点から検討されてきた。そうした研究群の分析結果は，細かな違いは適当に無視すれば，出
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身階層と教育達成の関連は長期的にみて維持されており（荒牧 2000，近藤・古田 2009），教

育を介した移動経路の拡大こそ生じているものの，依然として無視できない出身階層と到達

階層の直接的な関連が維持されている（近藤 1990, 1997）という結果が得られていると考え

てよいだろう。 

そして，これらの研究が着目する出身階層，教育達成，到達階層はさまざまな操作化の方

法がありうると考えられる。到達階層に限定すれば，基本的には，本人の初職や現職という

一時点の情報のみを用いている。その意味で，従来の研究は世代間移動の観点から学歴メリ

トクラシー仮説を検討してきており，明示的に，世代内移動の観点を取り入れることは少な

かったと考えられる。  

  本研究では，世代間移動の視点も維持しながら，世代内移動についての分析視角を加える

ことで，学歴メリトクラシー仮説を吟味してみたい。「学歴メリトクラシー仮説」の検証を意

図する場合に，観察可能な含意が引き出せるのは世代間移動に限定されるものではないと考

えられる。本研究では，世代内移動に着目するかたちでも観察可能な含意を引き出すことは

十分に可能であるとみなして議論をすすめる。このような立場は，Bukodi et al.（2016）の研

究上の立場を踏襲するものであるが，世代内移動に着目した研究において，「学歴メリトクラ

シー」とのかかわりが明示的なかたちで議論されることは少ない。世代内移動に着目するこ

とで，「学歴メリトクラシー仮説」の検討に対して，より多角的な視点を提供してみたいとい

うのが本研究の目的である。 

 

２．先行研究の検討  
2.1 世代内移動に着目した学歴メリトクラシー仮説の検証  

 学歴と世代内移動の関連の検討は，イギリスのデータを用いて Bukodi et al.（2016）がす

でに検討を加えている。Bukodi et al.（2016）は，Daniel Bellによる社会変動にかんする予測

のうち，世代内移動にかんするものを検証している。Bell（1972，1973＝1975）の予測では，

脱工業社会はメリトクラシーの性格を強めてゆき，それにより，とくに大学が地位配分の決

定的な機構となる。その結果，学歴と初職のマッチングが強化され，世代内移動でのマッチ

ング（上昇移動類型）が減少すると予測される。Bukodi et al.（2016）は，学歴と到達階層の

連関の強化と世代内移動の減少という予測を British Cohort Study を用いて検証し，その結果，

専門・管理で一貫している類型は増加するものの，上昇移動類型にかんして変動はないこと，

ED連関，OE連関に大きな変化がないことを示し，それらの結果をもとに，Bellの予測に対

しては，おおむね否定的な結論を導いている。 

 ここであらかじめ断っておきたいのは，本研究は，Bukodi et al.（2016）の研究視角や方法

に大きく依拠するものの，Bell の議論を全面的に仮想敵とみなすことはしない，ということ

である。この点について論じる際に，Bukodi et al.（2016）の著者の一人である Goldthorpeの
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キャリアにかんする太郎丸（2002）の評価を踏まえておくことは有用であると考えられる。 

太郎丸は，社会階層論とミクロ・マクロ・リンクの接続可能性を模索する議論のなかで，

Goldthorpe の研究の問題構成が，マクロな階層構造のみに着目するものから，ミクロなプロ

セスにも着目するものへと変化したことを紹介している。ミクロなプロセスに着目する以前

の Goldthorpeの研究は，産業主義とマルクス主義から予測される社会移動のありようが経験

的データとは適合しないことを示すものであったという（太郎丸 2002: 508-9）。 

翻って，あらためて Bellに対しての評価を確認するならば，一般には新保守主義的な主張

を展開してきた論者と理解されることが多い（清水 2011: i-iii）。また，Bellの脱工業化の議

論に対しても，Bukodi et al.（2016）は楽観主義的な予測であるとの評価をしており，一般的

にも，楽観主義的であるという批判がなされることが多い（清水 2011: 175）。これらを踏ま

えれば，おそらくは Bukodi et al.（2016）にとって，Bellの脱工業化の議論は，楽観的な産業

化論者ないし，その更新版として理解されるものと考えることはさほど不自然ではないと思

われる1。 

そのように考えると，政治的な側面やサービス化の進展など論点が多岐に及ぶ Bellの脱工

業化にかんする議論を直接的に仮想敵とみるよりは，知識社会化にともなう大学の地位配分

機構としての役割の高まりと，世代内移動にかんする変化という論点に限定した議論を行う

ことが建設的だろう。 

 

2.2 SSM 調査による世代内移動の研究 

 職歴データの分析は，そのデータの扱いの難しさから，社会階層論において世代内移動研

究の重要性の認識に比してあまり蓄積されてこなかったと考えられる。 

  とはいえ，原（1979），盛山ら（1990），渡邊・佐藤（1999），渡邊（2011）などの研究は

SSMデータを用いた世代内移動の研究として蓄積されている。これらの研究では何らかのか

たちで類型化や移動パターンの抽出が試みられる。類型化の方法はそれぞれの研究で異なる

ものの，結果として得られるパターンは比較的似通っている。細かな違いは捨象すれば，お

おむね以下のようにまとめることができる。まず，専門が他の職業から独立する傾向が強い。

また，事務をはじめとするホワイトから途中で管理に上昇移動するパターンも見られる。移

動の起こりやすさからみた場合に，販売とブルー，ブルーと農業の間に，職業カテゴリ間の

親和性がみられる。同時に，同一の職業にとどまる傾向も確認される。本研究においても，

これらの先行研究で明らかにされてきた職歴パターンを参考にしつつ，世代内移動類型につ

                                                        
1 Bell（1973＝1975）自身は，自らをポスト・マルクス主義者に位置づけている。産業化論
とマルクス主義的な階級論に対立させて捉える立場は，比較的広く見られるように思われる

が，アメリカ社会に深く根ざしながら，マルクスの分析を肯定的に引き受ける Bellの議論は，
その中間的なものとも理解できる。本稿の射程を大きく超えるが，Bellの議論に着目した社
会階層論研究という方向性はありうるのかもしれない。 
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いて検討する。 

  また，石田（2013）は，世代内移動研究の関心を人的資本論に着目する立場に代表される，

個人に注目するアプローチと， 労働市場の二重構造論に代表される，構造に注目するアプロ

ーチに大別して整理している。本研究は Bell の予測の検証という側面も持っている。石田

（2013）の整理をもとにすれば，Bell の予測は，教育の拡大により人的資本を蓄積した個人

が増え，世代内移動のありようが変化するというものである。Bell の議論を念頭におくこと

から，本研究は個人に着目するアプローチに分類される。 

 職歴の研究には通常分類されないと思われるが，地位達成モデル系の研究は，ライフコー

スに沿った地位の関連をみるという問題設定のもと，初職と現職の関連を検討している。藤

田（1979）や原（1979）の分析では，教育達成が初職と関連を持ち，初職が現職や 30歳時職

業と関連を持つというかたちで，教育，初職，その後の職業の関連が示されてきた。本研究

においては，初職と現職の関連をみるというよりは，それらをひとまとまりの類型として扱

うというアプローチをとるため，直接的に両者の関連をみることはない。ただし，初職がそ

の後のキャリアを規定する直接的な要因となるならば，その結果も部分的に Bellの予測の反

証となる。したがって，初職の規模を加えた補足的な分析（注 8）も行う。 

 

３．RQ，データ・変数と方法  
3.1 RQ と方法 

  2 節までの検討から，本研究が問うべき課題は以下のように設定できる。  

 

RQ：日本においても，Bellが想定したように，脱工業化に伴い学歴と初職のマッチングが強

固になり，それに伴う世代内移動の減少が生じているか 

 

この RQ に答えるために，本研究では以下のような手順を踏む。まず，職歴データから世

代内移動類型を構成する。ここでは，系列分析の手法を適用することで，職歴の期間と職歴

が遷移するタイミングを同時に考慮した類型を構成する。つづいて，得られた類型の世代間

での増減の程度を確認する。これにより，社会の脱工業化に伴い世代内移動の減少が生じて

いるかを検討する。さらに，学歴と世代内移動類型，出身階層と世代内移動類型の関連とそ

の趨勢について分析し，学歴と世代内移動類型の関連，出身階層と世代内移動類型の関連が

世代によって変化してきたといえるのかを検討する。 

ここで，類型を構成するために用いる方法について説明する。本研究では，職歴データの

分析方法として用いられる方法のひとつである最適マッチング（Optimal Matching）の発展的

な方法とされる Dynamic Hamming Distance 法（以下では，DHDと表記する）を使用する。 

まず，最適マッチング分析について説明する。最適マッチングは，複数の状態が連続的に
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生じている系列データ（sequence data）の分析に用いられる手法であり，もともとは生物学

などで塩基配列のパターンの分析などで使用されていたが，社会科学においても適用される

ようになった方法である。先に言及した渡邊（2011），香川（2011）などで，すでに SSM デ

ータの職歴分析に適用されている。 

最適マッチング分析の詳細については，Lesnard （2010）などが解説を加えているが，こ

こではその基本的アイディアを紹介する。最適マッチング分析では，異なる系列データ間の

類似度（非類似度）を求める。その際，2 つの異なる系列を一致させる操作を行い，その操

作コストの大きさをもって系列間の非類似度とする。したがって，非類似度が小さいほど 2

つの系列は似た傾向にある。系列を一致させるための操作は，挿入，削除，置換の 3つがあ

り，それぞれの操作に対してコストを設定することで系列間の非類似度を計算できる。各系

列間の非類似度は，ありうる一致のための操作のうち，もっとも小さい値が採用される。以

上の過程で得られた各系列間の距離をもとに，通常のクラスター分析を行い，個々の系列を

グループ化することで系列の類型を抽出することができる。  

  Lesnard（2010）は，コストの設定とその社会科学的な意味について検討を加えたうえで

DHD という方法を提起している。Lesnard（2010）によれば，挿入・削除の操作を認めるこ

とは，同じ系列の状態が異なる時点で生じているような場合などに，時間の同時性が保持さ

れず，どの時点でその状態が生じているかを考慮するためには挿入・削除の作業を認めるべ

きではないことになる。タイミングを考慮したいならば，挿入・削除を使わずに，置換の操

作によって 1つ 1つを置き換える作業によって系列を一致させることで，時間の同時性を保

持するべきだというのが Lesnard（2010）の主張である。 

本研究では，世代内移動の発生に着目するべく，同じ状態にあるとしてもタイミングが違

えば異なる状況にあると評価しやすい DHD が適切な方法であると考えられる2。系列分析に

は Rの TraMineRパッケージ（Gabadinho et al. 2011）を用いた。 

また，ケース間の距離を計算したあとは，通常のクラスター分析を行う。ここでは，Ward

法を採用して分類を行った。 

 

3.2 データ・変数 

本研究において分析に使用するデータは，「社会階層と社会移動全国調査（SSM調査）」の

                                                        
2 分析の目的に適合的であるという理由とは別に，OMと比べて DHDのほうが計算負荷が軽
いという利点も指摘しておきたい。かつて OMが社会科学において適用が検討されはじめた
1980年代後半においては，計算の負荷の大きさから，ケース数や職歴などのイベント数もあ
まり多くはできないという方法的限界があった。近年では，コンピュータの情報処理能力の

飛躍的な向上から OMにおいても分析可能なケース数は増加している。とはいえ，挿入・削
除の操作を認めない DHDのほうが計算にかかる時間は短い。今回のデータで探索的に検討
した段階では OMにおいても計算は可能であったが，より大きなケース数・イベント数のデ
ータでは計算結果が得られない可能性もある。 
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1985年調査・1995年調査・2005年調査・2015年調査の合併データを用いた。分析対象は，

各調査時点で 40 歳までの男性のうち，31 歳時点で就業の経験がないケースを除いた 6008

ケースとなっている。それゆえ，1985年調査では，1915～1944年生まれの男性が分析対象と

なり，2015年調査では 1935～1975年生まれまで分析対象に含まれる。  

分析における従属変数は，世代内移動類型を用いる。世代内移動類型は，SSM8 分類を基

調とする専門，管理，事務，販売，熟練，半非熟練，農業，無職・就業前の 8 カテゴリ3を

15-40 歳の各年齢時点の職歴とし，それらの変数をもとに得られる 7 つの世代内移動類型を

使用する。  

独立変数は，出生コーホート，本人教育，出身階層の 3つを用いる。出生コーホートは，

10年刻みとし，1915-24年生，1925-34年生，1935-44年生，1945-54年生，1955-64年生，1965-75

年生まれの 6カテゴリに分類したうえで，古いコーホートと新しいコーホートでケース数が

少なくなったため，1915-34年生，1935-44年生，1945-54年生，1955-75年生に統合しなおし

た。本人教育は，通った経験がある学校のうち，もっとも高い水準の学歴をもとに作成した

初等学歴，中等学歴，高等学歴の 3段階の変数である4。出身階層は，父職の SSM8分類をも

とに，専門・管理，ホワイト，ブルー，農業の 4カテゴリに分類した。旧制学歴のコーホー 

 

表１ 分析に用いた変数の度数分布 

 

                                                        
3 原（1979）では，ホワイトから自営に参入するパターンやブルーから自営に参入するパタ
ーンがみられる。こうした点を踏まえれば，自営か否か，また総合 8分類のように企業規模
を区別した職歴のほうが適切と考えることもできる。探索的にそれらの分類を含めた分析も

行ったが，あまりよい分類が得られなかったため，今回のカテゴリを用いることとした。 
4 新制学歴では，中学校を「初等」に，高校，短大，高専を「中等」に，大学，大学院を「高
等」とした。旧制学歴については，尋常小学校，高等小学校を「初等」に，中学校・実業学

校・師範学校，高校・高専を「中等」，大学を「高等」とした。 
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トを含んでいるなど，コーホート間の比較を困難にする面もあるが，本人教育や出身階層に

ついては比較的おおまかな分類を使用することでその困難を回避できると考えている。 

 

４．分析 
4.1 世代内移動類型の構成 

まずは，分析に使用する世代内移動類型を構成する。事前の探索的な分析から，類型数を

検討した結果，7類型が解釈可能性の面で適切と考えられる結果が得られたので，7類型を採

用することとした5。 

本研究で分析に使用する類型の特徴を表 2，図 1，図 2に示す。表 2は，各類型がその職業

についている期間を示したものである。図 1 は各類型に含まれるケースが，ケースごとに 1

行にならんでいる図である。図 2はケースの情報に関係なく，各時点での各状態の分布を図

として示したものである。図 1，図 2 については積極的に言及しないが，類型の解釈の手助

けとして示しておく。それぞれの類型の説明の前に全体的な傾向を確認する。表 2に示した

ように，いずれの類型も従事している期間が最長となる職業の違いがもっとも際立った特徴

となっている。類型の名前も基本的には最長職業をもとにしている。 

類型ごとに特徴を確認していくと，「事務」は，基本的には事務の期間が長い類型である。

事務に入る前や途中に販売やブルーカラーを経験している個人もおり，一部に後半に管理に

上昇するものも混ざっているが，半数以上の類型は職歴としては事務しか経験しておらず，

無職などによる中断もない。「専門」では，専門として過ごす期間が長いこと，それと関連し

て就業前の無職期間が長いことがわかる。これは，専門職の多くが教育期間を通じて得られ 

 

表 2 世代内移動類型の特徴 

 

                                                        
5 ここで使用する移動類型は，移動を経験しておらず一貫したキャリアを特徴とする類型の
ほうが多い。その意味では「非移動類型」というほうが正しいのかもしれないが，原（1979）
などの先行研究でも専門職で一貫したキャリアも移動パターンに含めていたことから，移動

類型という表現を用いることとした。 
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図１ 世代内移動類型の特徴 

 

ることを反映していると考えられる。また，遷移回数が少ないこともこの類型の特徴であり，

全体の 70％以上が専門以外の職業を経験していない点からも，専門セクターの独立性という

特徴が反映されている（渡邊 2011: 183-4）。「熟練」では，熟練の期間が長く遷移回数も少な

い傾向にある。熟練以外の職業を経験している場合では，半非熟練を経験しているケースが

比較的多く見られる。「半非熟練」では，熟練や販売，事務が職歴の途中や最後に入るケース

も見られ，また，農業からの参入も比較的多く見られる点も特徴的といえる。また，遷移回

数も多くなっており，その他の類型と比べた場合に職歴の安定性はやや低いとみることがで

きる。「販売」では，販売が中心を占めるが，「非半熟練」などと同様に，熟練，非半熟練，

事務も混在しており，遷移回数も多くなっている。「W→管理」では，平均としてみると管理

が最長職歴であるが，キャリアの途中から管理に参入する層が多く，遷移回数も最も多くな

っている。管理になる前の職業は，主に販売と事務などのホワイトカラーである。「農業」で

は，農業が長期にわたっており，他の類型の最長職業と比較しても，この類型で最長である 
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図２ 世代内移動類型の特徴（年齢別の職業構成比率） 

 

農業の期間は一番長い。他の職業を経験しているケースが少ない点や，遷移回数が少ない点

からも一貫性が高い類型といえよう。 

 

4.2 コーホート間での世代内移動類型の構成比率の推移 

ここでは，コーホート間で世代内移動類型の構成比率が変化したかを検討する。主に着目

すべきは，「専門」「W→管理」類型の増減である。 

表 3は，コーホートごとに世代内移動類型の構成比率を比較するクロス表である。このク

ロス表から読み取れる変化を確認していく。まず，本研究でもっとも着目すべき点としては，

「専門」と「W→管理」の動向であった。「専門」は 15-34年生コーホートから 45-54年生コ

ーホートにかけては大きな増減がないが，55-75 年生コーホート以降において増加が見てと

れる。「W→管理」に着目すると，15-34 年生から 35-44 年生にかけては大きな変動がないも
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のの，その後のコーホートにかけて減少傾向にあることがわかる6。 

その他の類型に着目すると，「農業」の構成比率は 15-34年生から 35-44年生にかけて半分

以上に減少し，そのあとも一貫して減少している。「事務」と「販売」のホワイトカラーは増

加傾向にあること，「熟練」「半非熟練」については，古いコーホートで熟練の増加している

こと，35-44年生まれか 45-54年生まれにピークが来ることが看取できるが，近年にかけては

減少傾向にあることがわかる。 

コーホート間での類型の構成比率を比較した結果からは，「専門」と「W→管理」の構成比

率について脱工業化とそれに伴う世代内での上昇移動の減少という予測に妥当する結果が得

られたといえよう。 

 

表 3 コーホートごとの世代内移動類型の構成比率 

 
 

4.3 ED連関と OD連関の検討，その変化 

さきほど，世代内移動類型の構成比率の変化，すなわち，変数の分布の変化からは Bellの 

仮説を支持する結果が得られた。他方，学歴と世代内移動類型の関連，出身階層と世代内移

動類型の関連とそれらの変化，すなわち，変数間の関連とその変化についても Bellの予測の

射程は及んでいる。そこで，世代内移動類型を従属変数とした二項ロジットモデル7の検討か

ら予測の妥当性について吟味する。具体的には，学歴と類型の関連が強まっているか，出身

階層と類型の関連が弱まっているかについて，学歴とコーホートの交互作用，出身階層とコ

ーホートの交互作用を投入することでモデルが改善されるか，また，学歴や出身階層と世代

                                                        
6 管理職への昇進時期が遅くなっているとすれば，40歳時点までの職歴に限定しているため
に 40歳以降に上昇移動をした場合に，センサリングのため上昇が観察されなかったという可
能性を考えることもできる。そこで，50歳までの職歴を延長した場合も同様に減少が生じて
いるかを確認した。その結果，15-34年生コーホートから 55-65年コーホート（50歳まで職
歴を延長したため，41歳以降の職歴を持たない 66年生まれ以降は分析から除かれている）
にかけて，「W→管理」類型の構成比率は，7.0％，5.4％，4.1％，3.9％の順に減少傾向がある。 
7 従属変数をすべての類型とした多項ロジットモデルのほうがより適切な方法であると考え
られるが，多項ロジットモデルにおいては，やや数が少ない類型が存在するため推定ができ

なかった。そのため，本分析では各類型を従属変数にする二項ロジットモデルを行うことと

した。 
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内移動類型の関連に変化が生じているかを分析する。 

表 4は，世代内移動類型を従属変数とした二項ロジットモデルの結果をまとめたものであ

る。本人教育の影響と，父職の影響に注目しながら結果を確認すると，「事務」には，本人教

育が初等である場合と比べて中等，高等であるほうがなりやすいことがわかる。父職の影響

は統計的に有意な差は見られない。「専門」へのなりやすさは，本人教育が中等，高等である

ほうがなりやすい。とくに高等において係数がかなり大きくなっていることも確認できる。

父職は専門・管理を基準としたときにすべての係数が統計的に有意となっており，父職の影

響も強固であることがわかる。「熟練」「非半熟練」はいずれもブルーカラーを中心とするキ

ャリアであるが，いずれも教育段階が低いほどその類型になりやすい傾向がある。また，父

職についても影響が確認でき，父職がブルーであるといずれの類型にもなりやすく，父職が

農業であると熟練になりやすいことがわかる。「販売」は，本人教育の影響が見られるととも

に，父職がホワイトカラーであることが正の係数に，父職が農業であることが負の係数とな

っている。「W→管理」は，教育段階が高いほど係数が大きく，中等，高等でこの類型になり

やすい。また，父職の影響を見ても，専門・管理を基準としたときには，ホワイト，ブルー，

農業の係数はいずれも負で統計的に有意となっており，専門・管理出身であるとこの類型に 

 

表 4 世代内移動類型を従属変数とした二項ロジットモデル 
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表 5 コーホート×教育の交互作用を追加した二項ロジットモデル 

 

 

なりやすい。「農業」類型については，初等と中等の間に有意な差はないが，本人教育が高等

だとこの類型になりにくいことがわかる。また，父職が農業のときにこの類型になりやすく，

この層の世襲傾向もかなり強固であることがわかる。 

表 5は，表 4の回帰モデルに出生コーホートと本人教育の交互作用項を加えたモデルの結

果である。部分的に係数が非常に大きくなったり，標準誤差が大きくなる係数もある点でモ

デルが不安定となっている。また，モデルの適合度の面でも従属変数が同じ分析の BICを表

4 と表 5 の間で比較するとすべての分析でモデルが改善していない。AIC ではいくつかの分

析でモデルが改善されているが，総合して考えると，交互作用項を投入したモデルは適切と 
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表 6 コーホート×出身階層の交互作用を追加した二項ロジットモデル 

 

 

は考えられない。父職と出生コーホートの間の交互作用を想定した表 6の場合もほぼ同様の

結果が得られており，戦前生まれから 50年を経ても，到達階層を世代内移動類型として捉え

た場合には，OD連関と ED連関に大きな変化はないという結果が得られたといえよう。 
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したがって，表 4のコーホートによらず係数が一定とするモデルが適切と考えられるが，

あえて交互作用項も解釈するなら，35-44年生や 45-54年生で高等教育出身者が「事務」にな

りやすくなっている点や，35-44 年生以降で「販売」になりやすい点など，戦後の高等教育

の大衆化を反映して高等教育出身者が特権的な地位を失ってきたことを反映すると考えられ

る結果となっている。 

 

５．議論 
 

本研究では，脱工業化に伴って，学歴と初職のマッチングが強固になり，それに伴う世代

内移動の減少が生じているか，を検討してきた。ここでは得られた知見をまとめるとともに，

最後に本研究の残された課題についても言及する。 

第 1 に，15 歳から 40 歳までの職歴データから系列分析の手法を適用することで構成した

世代内移動類型のコーホート間での増減の検討を行った。その結果，世代内移動を経験した

類型である「W→管理」類型が減少していること，また，「専門」類型が増加していることが

明らかとなり，この点においては脱工業化に伴う予測が妥当していることが示された。 

第 2 に，Bell の，学歴と世代内移動類型が強まる，出身階層と世代内移動類型の関連が弱

まるという予測についても検討をおこなった。学歴と世代内移動類型の関連も，出身階層と

世代内移動類型との関連のいずれも明確な結びつきが確認された。また，いずれの関連につ

いても，コーホートとの交互作用を認めないモデルのあてはまりがよいことから，これらの

関連に時代的な変化はないと考えられる。 

Bukodi et al.（2016）は，Bellの仮説が支持されなかった理由に，Bellが見積もっていた以

上に父職の影響が一貫していることを挙げているが，日本のデータにおいても同様の傾向が

確認できたといえるだろう。産業構造の転換が生じたとしても，即座に学歴と到達階層の関

連に変化が生じるわけでもなく，Bell（1972）が予測したような高等教育機関が決定的な地

位配分の機構になるという変化が生じるわけでもないことも指摘できる8。 

以上の結果からは，従来の研究と異なり，到達階層に世代内移動類型をもちいて分析した

場合においても，依然として学歴メリトクラシーといえるような状況に近づいてはいないこ

とが確認された。その意味では，知見としての新規性があるとは言い難いものの，従来とは

異なり世代内移動の視点を取り込んだ学歴メリトクラシーの検討としての意義はあると考え

る。 

                                                        
8 この点について，Blau and Duncan（1967）や，彼らの方法を日本のデータに適用した研究
（原 1979など）において明らかにされたように，初職がその後のキャリアを規定する程度
は強いことが想起される。本研究においても補足的に表 4の分析の独立変数に初職の従業先
規模を追加した分析も試みた。その結果，ほとんどの類型について統計的に有意な結果が得

られ，初職がその後のキャリアを大きく規定する結果も確認された。 
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残された課題についても触れておきたい。第 1に，本研究では仮説検証型のかたちをとっ

たが，より探索的な方向性も考えられてよい。1985年から 2015年までの SSM調査をマージ

して用いたことにより，分析に含まれる最も古いコーホートでは 1915年生まれとなった。戦

前生まれのコーホートから 50年にわたる変動を検討できるデータであることを考えると，佐

藤（2006）がいうような「計量歴史社会学」のようなかたちで SSMデータを歴史資料とみな

して探索的・記述的な分析もデータを有効に活用するという観点からは目指すべき方向であ

ろう。第 2に，女性を分析対象に加えられなかった点である。女性を分析の対象としなかっ

た最大の理由は，系列分析の結果，女性ではキャリアの途中から管理職に昇進するような特

徴を持つ類型が得られなかったためである。しかしながら，系列分析を用いた探索的な検討

は，無職化を経験しやすいなどの点で，より個人内の変化が多い女性のキャリア（岡本ら 1990，

杉野 2001）に対してこそ有効と思われる。第 3に，日本社会と Bukodi et al.（2016）が対象

としたイギリス社会の比較可能性についての留保が必要である。20世紀に入る前に一次産業

衰退していたためにイギリスは脱工業化の影響をみるのに最も適しているとしていた。それ

と比べると日本では戦後の産業構造の変動が大きく，社会移動にかんしても絶対移動の大き

な変動と相対移動の安定という特徴が見られてきた（石田 2000）。このような点を踏まえれ

ば比較には慎重である必要がある。今後の課題としたい。 
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qualification: A test of education-based meritocracy hypothesis 
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Abstract 
  This paper examines the hypothesis derived from the work of Daniel Bell. It argues that educational 
qualifications determine the class history of individuals arbitrarily in post-industrial societies. Depending 
on the hypothesis, we can gain the observable implications that the typologies of professiona ls increase 
consistently over the course of their career and the typologies of achieving upward class mobility over the 
course of their career diminish. 
  To examine these implications, we apply the dynamic hamming distance techniques of sequence 
analysis as a basis for constructing typologies of class history. As a result, we find an increase across 
cohorts in class history characterized by entry into and stability within professional positions. The 
increase is also associated with high levels of educational attainment and a decline in class history 
characterized by upward mobility that supports the forecast made by Bell. However, there are quite clear 
associations between education and the typologies of class history and there is no change in the 
associations of education and those of class origins between the typologies.  
 
 Key words: meritocracy, class history, sequence analysis 

 




